
－　平成29年度　一般会計等財務書類の概要と分析　－

平成29年度決算にかかる一般会計等財務４表（概略版）は、下記のとおりです。

１．一般会計等財務４表（概略版）

（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 210,052,477 固定負債 42,046,231

有形固定資産 190,749,667 流動負債 3,242,323
事業用資産 88,897,178
インフラ資産 100,484,909
物品 1,367,580

無形固定資産 -
投資その他の資産 19,302,810

流動資産 12,709,761
45,288,554

【純資産の部】
固定資産等形成分 219,394,242
余剰分（不足分） △ 41,920,558

177,473,684
222,762,238 222,762,238

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表
（平成３０年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

（単位：千円）

経常費用 39,652,878

業務費用 24,143,802

人件費 4,769,298

物件費等 18,365,142

その他の業務費用 1,009,362

移転費用 15,509,076

経常収益 1,360,540

純経常行政コスト △ 38,292,338

臨時損失 5,057,814

臨時利益 1,874

純行政コスト △ 43,348,277

行政コスト計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 金額



－　平成29年度　一般会計等財務書類の概要と分析　－

（単位：千円）

前年度末純資産残高 186,266,059

純行政コスト（△） △ 43,348,277

財源 33,270,123

税収等 20,103,242

国県等補助金 13,166,881

本年度差額 △ 10,078,154

本年度純資産変動額 △ 8,792,375

本年度末純資産残高 177,473,684

純資産変動計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 金額

（単位：千円）

【業務活動収支】

業務支出 30,000,949

業務収入 32,030,687

臨時支出 4,976,311

臨時収入 682,888

業務活動収支 △ 2,263,684

【投資活動収支】

投資活動支出 14,066,181

投資活動収入 11,807,808

投資活動収支 △ 2,258,373

【財務活動収支】

財務活動支出 3,052,254

財務活動収入 6,225,600

財務活動収支 3,173,346

△ 1,348,710

4,681,931

3,333,220

前年度末資金残高

本年度末資金残高

資金収支計算書
自　平成２９年４月１日　
至　平成３０年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



－　平成29年度　一般会計等財務書類の概要と分析　－

平成29年度末の資産残高は222,762,238千円となり、対前年度比△5,108,218千円の減と
なりました。

平成29年度末の負債残高は45,288,554千円となり、対前年度比＋3,684,157千円の増とな
りました。

この結果、平成29年度末の純資産残高は177,473,684千円となり、対前年度比△
8,792,375千円の減となりました。

222,762,238

45,288,554

177,473,684

227,870,456

41,604,397

186,266,059

資産

負債

純資産

２．資産・負債・純資産の推移

H29 H28 （千円）



－　平成29年度　一般会計等財務書類の概要と分析　－

（１）事業用資産
固定資産のうち、市の庁舎や学校、公民館、市営住宅など公共サービスに供される資産です。
平成29年度末の残高は88,897,178千円となり、対前年度比＋4,730,255千円の増となりま
した。
増の主な要因は、新庁舎等複合施設の整備によるものです。

（２）インフラ資産
固定資産のうち、道路や河川、上下水道など社会基盤となる資産です。
平成29年度末の残高は100,484,909千円となり、対前年度比△3,147,010千円の減となり
ました。
減の主な要因は、減価償却累計額が増加したことによるものです。
※減価償却累計額とは・・・
市の保有する資産に係る減価償却費（資産取得に要した支出を、その資産が使用できる期間（耐
用年数）にわたって費用配分したもの）の累計額のことを言います。この値が資産の取得価格に
比して高い場合は、資産の老朽化が進んでいることを表します。

（３）投資その他の資産
固定資産のうち、有価証券や出資金、基金（流動資産に属するものを除く）などの資産です。
平成29年度末の残高は19,302,810千円となり、対前年度比△3,254,452千円の減となりま
した。
減の主な要因は、復旧・復興事業等に充てるため、基金（特定目的金）を取崩したことによるも
のです。（※基金（特定目的基金）の平成29年度末現在高：18,022,782千円（対前年度比△
3,142,034千円））

（４）流動資産
現金預金や基金（財政調整基金・減債基金）などの資産です。
平成29年度末の残高は12,709,761千円となり、対前年度比△3,049,178千円の減となりま
した。
減の主な要因は、震災復興特別交付税の過年度交付分の精算や、公共施設等総合管理基金を創設
したこと等により財政調整基金を取崩したことによるものです。（※財政調整基金の平成29年
度末現在高：7,534,600千円（対前年度比△3,503,646千円）

88,897,178

100,484,909

19,302,810

12,709,761

84,166,923

103,631,919

22,557,262

15,758,939

事業用資産

インフラ資産

投資その他の資産

流動資産

３．資産の推移（主な項目別）

H29 H28 （千円）
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平成29年度末の資産の内訳は、上記のとおりです。

「有形固定資産」（「事業用資産」、「インフラ資産」、「物品」を加えた資産）の割合が全体
の85.6％を占めています。
また、この中でも道路や河川などの社会基盤を指す「インフラ資産」が最も高い割合となってい
ます。

「投資その他の資産」の割合は全体の8.7％となっていますが、このうち基金（特定目的基金）
の額は18,022,782千円で、「投資その他の資産」の93.4％を占めています。基金の残額は、
東日本大震災復興交付金基金や東日本大震災復興基金など復旧・復興事業へ充当するために設置
した特定目的基金により東日本大震災以後、一時的に増加しましたが、復旧・復興事業の進捗に
伴い毎年度減少しており、今後も継続して減少すること見込まれます。また、「投資その他の資
産」の割合もこれに伴って減少することが見込まれます。

「流動資産」の割合は全体の5.7％となっていますが、このうち基金（財政調整基金・減債基
金）の額は9,316,529千円で、「流動資産」の73.3％を占めています。

88,897,178
39.9%

100,484,909
45.1%

1,367,580
0.6%

19,302,810
8.7%

12,709,761
5.7%

４．資産の内訳

事業用資産 インフラ資産 物品 投資その他の資産 流動資産

（千円,％）
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（１）固定負債
地方債や退職手当引当金などの負債です。
平成29年度末の残高は42,046,231千円となり、対前年度比＋3,749,835千円の増となりま
した。
このうち「地方債」の額は36,487,909千円となり、対前年度比＋3,499,678千円の増となり
ました。
「地方債」の増の主な要因は、新庁舎等複合施設の整備や、平成28年台風10号災害に伴う災害
復旧事業にり発行した地方債の増によるものです。

（２）流動負債
地方債（１年以内償還予定のもの）や賞与等引当金などの負債です。
平成29年度末の残高は3,242,323千円となり、対前年度比△65,678千円の減となりまし
た。
減の主な要因は、過去に借入れた地方債の償還終了により、次年度に償還すべき地方債の額が減
少したことによるものです。

42,046,231

3,242,323

38,296,396

3,308,001

固定負債

流動負債

５．負債の推移（主な項目別）

H29 H28 （千円）
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６．住民一人当たり貸借対照表

一般会計等財務書類における貸借対照表を市民一人当たりで表したものです。
平成29年度末現在における市民一人当たりの資産額は4,160千円、負債額は846千円、純資産
額は3,314千円となりました。

（平成30年3月31日現在の人口：53,545人）

（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 3,923 固定負債 785

有形固定資産 3,562 地方債 681
事業用資産 1,659 長期未払金

土地 661 退職手当引当金 91
立木竹 54 損失補償等引当金
建物 2,017 その他 13
建物減価償却累計額 △ 1,240 流動負債 61
工作物 185 1年内償還予定地方債 55
工作物減価償却累計額 △ 107 未払金
船舶 未払費用
船舶減価償却累計額 前受金
浮標等 前受収益
浮標等減価償却累計額 賞与等引当金 6
航空機 預り金
航空機減価償却累計額 その他
その他 846
その他減価償却累計額 【純資産の部】
建設仮勘定 89 固定資産等形成分 4,097

インフラ資産 1,877 余剰分（不足分） △ 783
土地 52
建物 5
建物減価償却累計額 △ 3
工作物 4,157
工作物減価償却累計額 △ 2,509
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定 175

物品 116
物品減価償却累計額 △ 90

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産 361
投資及び出資金 14

有価証券 8
出資金 6
その他

投資損失引当金
長期延滞債権 3
長期貸付金 7
基金 337

減債基金
その他 337

その他
徴収不能引当金

流動資産 237
現金預金 62
未収金 1
短期貸付金
基金 174

財政調整基金 141
減債基金 33

棚卸資産
その他
徴収不能引当金 3,314

4,160 4,160

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計
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行政コスト計算書における経常費用の内訳は、上記のとおりです。

職員給与費や議員報酬など≪ヒトにかかるコスト≫である「人件費」は4,769,298千円とな
り、経常費用全体の12.0％を占めています。

物件費や維持補修費、資産の減価償却費など≪モノにかかるコスト≫である「物件費等」は
18,365,142千円となり、全体の46.3％と経常費用の中で最も大きい割合を占めています。保
有する施設数が多い団体ほど、この割合は高い傾向にあります。

地方債償還利息などの「その他の業務費用」は1,009,362千円となり、経常費用全体の2.5％
を占めています。

補助金や負担金、社会保障給付費、他会計への繰出金などの「移転費用」は15,509,076千円
となり、全体の39.1％と経常費用の中で２番目に大きい割合を占めています。公営企業会計で
実施する復旧・復興事業にかかる繰出金支出が大きいことも割合が高くなっている要因です。

4,769,298
12.0%

18,365,142
46.3%

1,009,362
2.5%

15,509,076
39.1%

７．行政コスト計算書における経常費用の内訳

人件費 物件費等 その他の業務費用 移転費用

（千円,％）
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８．純資産の変動内訳

△ 8,792,375

186,266,059

△ 43,348,277

177,473,684

平成２９年度中の純資産の変動内訳は、上記のとおりです。

期中の「純行政コスト」（経常費用及び臨時損失から経常収益及び臨時利益を控除した金額）に
対し、市税や地方交付税などの「税収等」及び「国県等補助金」の額が10,078,154千円下
回っており、差額分は基金からの取崩しや地方債の発行等により賄われたことになります。

固定資産等の取得、除却等の変動を加えた「本年度純資産変動額」は△8,792,375千円とな
り、この結果、本年度末の「純資産残高」は177,473,684千円となりました。

国県等補助金（Ⓓ）

本年度差額（Ⓓ（Ⓑ＋©＋Ⓓ））

本年度純資産変動額（Ⓔ）

本年度末純資産残高（Ⓕ（Ⓐ＋Ⓔ））

前年度末純資産残高（Ⓐ）

純行政コスト（△）（Ⓑ）

税収等（©）

項　　　目 金　額（千　円）

20,103,242

13,166,881

△ 10,078,154
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９．資金収支の内訳

金　額（千　円）項　　　目

財務活動収支（Ⓓ）

前年度末資金残高（Ⓐ） 4,681,931

△ 2,263,684業務活動収支（Ⓑ）

△ 34,977,260業務支出及び臨時支出（△）

32,713,575業務収入及び臨時収入

投資活動収支（©）

投資活動収入

投資活動支出（△）

△ 2,258,373

11,807,808

△ 14,066,181

本年度資金収支（Ⓔ（Ⓑ＋©＋Ⓓ））

3,333,220本年度末資金残高（Ⓕ（Ⓐ＋Ⓔ））

平成２９年度中の資金収支の内訳は、上記のとおりです。

「業務活動収支」は△2,263,684千円となりました。マイナスとなった主な要因は、平成28
年台風10号災害にかかる災害復旧事業費支出や公営企業会計で実施する復旧・復興事業にかか
る繰出金支出が多額となったことによるものです。

「投資活動収支」は△2,258,373千円となりました。マイナスとなった主な要因は、中心市街
地拠点施設整備事業や学校教育施設の改修など市単独の建設事業が多額となったことよるもので
す。

「財務活動収支」は＋3,173,346千円となりました。地方債の償還支出を新規発行額が上回っ
たことになりますが、この要因は上述した平成28年台風10号災害にかかる災害復旧事業債や、
中心市街地拠点施設整備事業にかかる合併特例債の発行が増となったことによるものです。

△ 1,348,710

財務活動収入

財務活動支出（△）

3,173,346

6,225,600

△ 3,052,254
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（1）歳入額対資産比率＜資産合計／歳入合計＞

（単位：年）

H28 H29 増減

3.5 4.0 0.5

（2）資産老朽化比率＜償却資産減価償却累計額／償却資産取得価格等＞

（単位：％）

H28 H29 増減

59.6 60.6 1.0

（3）純資産比率＜純資産／資産＞

（単位：％）

H28 H29 増減

81.7 79.7 △ 2.0

当該年度の歳入総額に対する資産の比率を算出することにより、これまでに形成されたストック
としての資産が、歳入の何年分に相当するかを表し、地方公共団体の資産形成の度合いを測るこ
とができます。

平成29年度の当該数値は4.0年となりました。
分子である資産合計は対前年度比△108,218千円の減、分母である歳入合計は対前年度比△
9,777,575千円の減と、分子・分母ともに減となりましたが、分母の減額が大きかったことか
ら、結果として対前年度比で＋0.5年の増となりました。
歳入合計の減の主な要因は地方交付税の減（対前年度比△3,439,377千円）によるものです。

有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を算出することで、
耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過（老朽化）しているのかを全体として把握するこ
とができます。

１０．主な指標の推移

平成29年度の当該数値は79.7％となりました。
分子である純資産は対前年度比△8,792,375千円の減、分母である資産は対前年度比△
5,108,218千円の減と、分子・分母ともに減となり、結果として対前年度比で△2.0％の減と
なりました。
減の主な要因は、新庁舎等複合施設の整備や、平成28年台風10号にかかる災害復旧事業に伴う
地方債（負債）の増によるものです。

平成29年度の当該数値は60.6％となりました。
分子である減価償却累計額は対前年度比＋8,985,825千円の増、分母である償却資産の残高
（簿価）は対前年度比＋9,298,463千円の増と、分子・分母ともに増となり、結果として対前
年度比で＋1.0％の増となりました。
このことは、全体としての償却資産の老朽化が進んでいることを表しており、比率改善には施設
の適正配置や計画的な更新等が求められます。

資産合計に占める、純資産の比率を表します。企業会計における自己資本比率に相当するもの
で、この比率が高いほど、財政状態が健全であるといえます。



－　平成29年度　一般会計等財務書類の概要と分析　－

（4）社会資本形成における将来世代の負担割合＜地方債／有形・無形固定資産＞

（単位：％）

H28 H29 増減

12.9 14.6 1.7

（5）債務償還可能年数＜将来負担額－充当可能基金残高／業務収入等－業務支出＞

（単位：年）

H28 H29 増減

11.7 14.1 2.4

（６）行政コスト対税収等比率＜純行政コスト／税収等＞

（単位：％）

H28 H29 増減

118.6 130.3 11.7

税収等の一般財源等に対する行政コストの比率を算出することによって、当該年度の税収等のう
ち、どれだけが資産形成を伴わない行政コストに費消されたのかを把握することができます。こ
の比率が100％に近づくほど資産形成の余裕度が低いといえ、さらに100％を上回ると、過去
から蓄積した資産が取り崩されたことを表します。

平成29年度の当該数値は130.3％となりました。
分子である純行政コストは対前年度比△2,850,849千円の減、分母である税収等は対前年度比
△5,699,711千円の減となり、結果として対前年度比で＋11.7％の増となりました。
増の主な要因は、地方交付税の減（対前年度比△3,439,377千円）や、平成28年台風10号に
かかる単独の災害復旧事業費の増によるものです。

平成29年度の当該数値は12.9％となりました。
分子である地方債は対前年度比＋3,548,011千円の増、分母である有形・無形固定資産は対前
年度比＋1,195,412千円の増と、分子・分母ともに増となり、結果として対前年度比で＋
1.7％の増となりました。
増の主な要因は、新庁舎等複合施設の整備や、平成28年台風10号にかかる災害復旧事業に伴う
地方債（負債）の増によるものです。

実質債務（地方債残高等から充当可能基金等を控除した実質的な債務）が償還財源上限額（資金
収支計算書における業務活動収支の黒字分（臨時収支分を除く。））の何年分あるかを示す指標
で、債務償還能力は、債務償還可能年数が短いほど高く、債務償還可能年数が長いほど低いとい
えます。

平成29年度の当該数値は14.1年となりました。
分子である実質債務は対前年度比＋3,335,953千円の増、分母である償還財源上限額は対前年
度比△270,423千円の減となり、結果として対前年度比で＋2.4年の増となりました。
増の主な要因は、新庁舎等複合施設の整備や、平成28年台風10号にかかる災害復旧事業に伴う
地方債（負債）の増により将来負担が増となったことや、地方交付税の減等により業務収入が減
となったことによるものです。

社会資本等について将来の償還等が必要な負債による形成割合（公共資産等形成充当負債の割
合）を算出することにより、社会資本等形成にかかる将来世代の負担の比重を把握することがで
きます。



－　平成29年度　一般会計等財務書類の概要と分析　－

（７）受益者負担の割合＜経常収益／経常費用＞

（単位：％）

H28 H29 増減

3.4 3.4 0.0

（８）基礎的財政収支＜支払利息支出を除く業務活動収支＋基金積立支出、取崩収入を除く投資活動収支＞

（単位：千円）

（注）一部の指標について、昨年度公表時から算出方法を見直したもので表記しております。

行政コスト計算書の経常収益は、使用料や手数料などの行政サービスに対する受益者負担の金額
を指すことから、これを経常費用と比較することにより、行政サービスの提供に対する受益者負
担の割合を算出することができます。

平成29年度の当該数値は3.4％となりました。
分子である経常収益は対前年度比△40,421千円の減、分母である経常費用は対前年度比△
1,190,943千円の減となり、結果として対前年度と同じ比率となりました。

支払利息支出を除く業務活動収支と基金積立支出、取崩収入を除く投資活動収支の合算を算出す
ることにより、地方債等の元利償還額等を除いた支出や地方債発行収入等を除いた収入のバラン
スを示す指標で、このバランスが均衡している場合には、経済成長率が長期金利を下回らない限
り経済規模に対する地方債等の比率は増加せず、持続可能な財政運営であるといえます。

平成29年度の当該数値は△9,079,414千円となりました。
業務活動収支については対前年度比＋1,026,858千円の増となったものの、投資活動収支は対
前年度比△6,595,255千円の減となり、結果として対前年度比で△5,568,397千円の減とな
りました。
減の主な要因は、新庁舎等複合施設の整備費や、平成28年台風10号にかかる災害復旧事業が増
加したことによるものです。地方単独事業による大規模な建設事業や災害復旧事業を実施する場
合、多額の地方債を必要とするため、基礎的財政収支の赤字が一時的に増加しますが、事業の終
了とともに赤字は減少に転じる見込みです。

△ 5,568,397

増減

△ 9,079,414

H29

△ 3,511,017

H28


